
鳥取市吉方温泉３丁目４２３番

低層住宅地

中規模一般住宅が多
い既成住宅地域

5

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 200 150 100 低層住宅地

-

１住居(70,200)
準防

建築資材の値上がりに加え、物価上昇・燃料価格上昇等によって、
不安定な局面にある。

地域要因に特段の変動はない。

個別的要因に特段の変動はない。

対象基準地は旧市街地の古くからの住宅地域に所在し、主たる需要者は周辺の取引価格水準に着目して意思決定を行うため、
比準価格の規範性は高い。なお、賃貸建物の想定が困難な画地規模のため、収益価格の試算はできない。また、既成住宅地
のため積算価格の試算はできない。したがって、比準価格の試算過程を再吟味し、指定基準地からの検討を考慮した結果、
これを妥当と判断し、鑑定評価額を標記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

旧市街地の住宅地域であり、今後も同程度の環境を維持して推移していくものと予測する。地域要因に特段の変動はなく、
地価水準は概ね横ばいにて推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 51,900円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

鳥取駅東
1.1km

鳥取
1.1km

(8)

南6m市道

１住居
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(70,200)

特になし 基準方位北　６ｍ
　市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

121

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 12.0  ｍ、　規模 120  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

51,900 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 6 令和 6年 7月 24日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

52,300

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

鳥取（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

-4.0

-20.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

38,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

76.0 ］

101.3［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 6年 1月]

令和 6年 7月 1日 正常価格

令和 6年 7月 16日令和 6年 7月 1日

6,280,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 51,900 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

42,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏を、鳥取市の旧市街地に住宅地域の存する圏域と判定した。古くからの住宅地域で、競争力はやや劣るが、鳥取
駅周辺にやや近く交通利便性は良好、居住環境は普通程度の住宅地域であり、現在の地価水準は安定的である。需要の中心
となる価格帯は、標準的面積の土地で６００～７００万円程度と思慮する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －

基準地番号 提出先

6 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

氏名



40,081

55,820

47,318

49,829

51,779

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

ほぼ整
形

ほぼ長
方形

ほぼ整
形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

１住居
(70,200)
準防

１住居
(70,180)
準防

近商
(90,270)
準防

１住居
(70,160)
準防

１住居
(60,200)

更地

更地

建付
地

貸家
建付
地

貸家
建付
地

南5m市道､東2m
角地

東4.5m市道､南
4m
角地

西4.5m市道
中間画地

東4m市道
中間画地

南6m市道
中間画地

36,423 51,40050,353

56,881 52,40051,352

46,473 51,80050,770

50,327 51,90050,846

51,830 51,90050,863

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

/

/

100

100

100

79.6

108.7

93.2

98.0

101.8

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２４７０
３１

71-

（ ）

２４７０
８１

2-

（ ）

２４７０
８１

9-

（ ）

２４７１
０１

63-

（ ）

２４７１
０３

3-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

91.6［

100100.8［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

101.9［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

99.0［

100100.8［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

101.0［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

102.0［

100101.9［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

102.0［ ］

100

-18.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

+0.08

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-8.4

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.00.0 交通･接近 -2.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

+1.9

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.0 +12.00.0 交通･接近 -1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.08

交通･接近街路

画地

％／月

-1.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.0 -3.00.0 交通･接近 -2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

+1.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.0 0.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.10

交通･接近街路

画地

％／月

+2.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 +6.00.0 交通･接近 -4.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 51,900

鳥取（県） 6－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

賃貸建物の想定が困難な画地規模のため。

-

③純収益

⑧収益価格 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

( 円／㎡)

％

)(

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 6－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

既成住宅地であり、再調達原価の把握が困難であるため。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



6－ 宅地-7

Ｎｏ

鳥取（県）

鳥取市吉方温泉三丁目４２３番1 2700000329011-0000

所在及び地番 不動産ＩＤ

４　不動産ＩＤ

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

備考



鳥取市滝山７４４番２外

低層住宅地

一般住宅の中に空地
が見られる区画整理
済の住宅地域

10

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 50 50 低層住宅地

-

１中専(60,200)
地区計画等

住宅ローン金利の低さから住宅需要は旺盛であったが、当該金利
の上昇や建築費の高騰等による影響に留意する必要がある。

地域要因の変動は特に認められない。

個別的要因の変動はない。

取引が多い地域であり、市場参加者が取引価格水準を把握しやすいことから、市場参加者は取引価格水準を重視して意思決
定するものと判断する。よって、比準価格の説得力は高い。圏域内でアパートの建築は散見され、これらの事例等を参考に
収益価格を試算したが、土地を外部取得して建築事例はほとんどなく、収益価格の説得力は劣る。以上から、比準価格を標
準として、収益価格は参考に留め、指定基準地との均衡等に留意のうえ、鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

区画整然とした郊外の住宅地である。滝山トンネルの開通により利便性の向上は見られるが、概ね現況の住環境を維持する
ものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 37,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

鳥取駅東
3.2km

鳥取
3.2km

(8)

南東6m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　
地区計画等

特にない 基準方位北６ｍ市
道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

347

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 350  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

37,300 円／㎡

31,100 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.8％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 6 令和 6年 7月 16日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

37,400

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

鳥取（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+10.0

+58.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

64,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

173.8 ］

100.7［ ］ 102.0［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 6年 1月]

令和 6年 7月 1日 正常価格

令和 6年 7月 15日令和 6年 7月 1日

12,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 37,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、鳥取市東部の滝山とその周辺地域の圏域である。区画整然とした地区と、旧来からのやや雑然とした地区が
あり、比較的生活利便性は良好な地域である。典型的な需要者は自己の住宅の取得を目論む勤労世帯である。既成住宅地域
につき供給される画地規模も多様であるが、市場参加者は類似不動産の取引価格（単価）に着目して意思決定するものと判
断する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 7－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －

基準地番号 提出先

7 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

氏名



45,139

40,561

31,165

37,166

37,549

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ整
形

ほぼ長
方形

ほぼ台
形

ほぼ長
方形

長方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

１中専
(70,200)

１中専
(60,200)

１住居
(60,160)

１住居
(60,160)

１中専
(60,200)

更地

建付
地

建付
地

更地

建付
地

南東6m市道､北
東6m
角地

東6m市道
中間画地

南4m市道
中間画地

北4m市道
中間画地

南東6m市道
中間画地

47,794 38,40037,616

40,885 36,50035,800

27,179 36,40035,699

33,316 37,60036,834

38,034 37,20036,455

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

/

100

90.0

/

100

120.0

113.3

87.3

100.9

103.0

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２４７１
１１

77-

（ ）

２４７０
８１

41-

（ ）

２４７０
８１

42-

（ ）

２４７１
１３

33-

（ ）

２４７１
１３

38-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

106.2［

100100.3［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

101.0［

100100.2［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

96.9［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

90.0［

100100.4［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

102.0［

100100.7［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

102.0［ ］

100

+20.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

+0.06

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

+5.1

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0+1.0 交通･接近 0.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.04

交通･接近街路

画地

％／月

+1.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 +10.00.0 交通･接近 +3.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

-3.1

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-4.0 -10.00.0 交通･接近 +1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.03

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 -10.0 0.0 0.0

-2.0 0.00.0 交通･接近 +3.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.06

交通･接近街路

画地

％／月

+2.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 +3.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 37,300

鳥取（県） 7－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

3,488,369

-

③純収益

⑧収益価格 10,798,240 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

31,100( 円／㎡)

％

0.9707 5.0 0.0 )(

5.04,193,807 705,438 556,2092,932,160 539,912

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 7－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

既成市街地のため再調達原価の把握が困難であるため。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



7－ 宅地-4鳥取（県）

)

２４７１１（収
）

２４７１１（収
） －

－

9

－6

１中専
地区計画等

100

100

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1 2

100

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
6.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

共同住宅

347

280.00140.00

ファミリータイプ３ＬＤＫ約６５㎡を想定 100.0 外階段のため

60 200 200

140.00 100.0 140.00
363,4402.0

1,298 181,720
～

280.00 280.00 363,440
726,880

4,361,280363,440

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

6,978726,880

3

0

4,193,807 12,086

％

＝×

11.5 21.5

２

⑤公法上の規制等

市道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

1,149

1,280

100

100

( )

1,152

1,300

1,298

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

90.0100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

1,343

100

100 100

115.0

100 100

100

100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

100.0

～

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

1,500(

1,544

ＬＳ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

住宅

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 280.00 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金等で担保されているので、計上しない 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

174,451

4.04,361,280

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円4,186,829

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0％×

＝0.3400円× 96.0％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 25,800

円

円

円

円

円

円

円

156,800

130,838

313,600

39,200

39,200

0

％50.0

0.4×39,200,000

3.0×4,361,280

査定額

39,200,000 × 16.00× ／ 1000

39,200,000

0.10

× 0.10

39,200,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.0

45

20

0.0

35

15

0.5 年 0.9707

円2,932,160

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

3,488,369

2,932,160

556,209

539,912

1,556

4,193,807

705,438

(

(経費率 円/㎡)

31,100

16.82,033

280.00140,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

705,438

39,200,000

0.0748

8,450

5.0

10,798,240

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

7－ 宅地-5鳥取（県）

％ 年35 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0611 45 0.0963 20％＋

仕上部分

×0.0802 35



7－ 宅地-7

Ｎｏ

鳥取（県）

鳥取市滝山７４４番２1 2700000191813-0000

所在及び地番 不動産ＩＤ

４　不動産ＩＤ

鳥取市滝山７４５番2 2700000191814-0000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

備考



鳥取市吉成南町１丁目５４５番外

低層住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ区画整然とし
た住宅地域

10

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北150 150 200 150 低層住宅地

-

１中専(60,200)

住宅ローン金利の低さから住宅需要は旺盛であったが、当該金利
の上昇や建築費の高騰等による影響に留意する必要がある。

地域要因の変動は特に認められない。

個別的要因の変動はない。

取引が活発な地域であり、市場参加者が取引価格水準を把握しやすいことから、市場参加者は取引価格水準を重視して意思
決定するものと判断する。よって、比準価格の説得力は高い。圏域内でアパートの建築は散見され、これらの事例等を参考
に収益価格を試算したが、土地を外部取得して建築事例はほとんどなく、収益価格の説得力は劣る。以上から、比準価格を
標準として、収益価格は参考に留め、指定基準地との均衡等に留意のうえ、鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

住環境が優れ、生活利便性も良好な地域であることから比較的人気の高い住宅地域。需要は堅調である一方、供給は限定的
である。地価水準は横這いまたは上昇傾向にて推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 60,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

鳥取駅南西
1.8km

鳥取
1.8km

(8)

東7m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　

中規模一般住宅が区画整然
と建ち並ぶ住宅地域

基準方位北７ｍ市
道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「吉成南町１－２０－４」

②地積

（㎡）

256

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

16.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

60,500 円／㎡

35,700 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.8％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 6 令和 6年 7月 16日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

60,100

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

鳥取（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+5.0

+3.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

64,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

107.1 ］

100.7［ ］ 101.0［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 6年 1月]

令和 6年 7月 1日 正常価格

令和 6年 7月 15日令和 6年 7月 1日

15,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 60,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

48,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、吉成南町、宮長を中心としてその周辺の千代川以東、ＪＲ鳥取駅以南の圏域である。良好な住環境と高い利
便性を兼ね備え、ＪＲ鳥取駅以南において一番の住宅地の地価の高い圏域である。典型的な需要者は自己の住宅の取得を目
論む勤労世帯であるが、選好性が高い一方で、地価水準が相対的に高いことから需要の中心の画地規模が縮小傾向（総額で
１０００万円程度）にあるものと判断する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 8－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －

基準地番号 提出先

8 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

氏名



67,966

61,744

65,442

68,372

65,327

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

ほぼ整
形

長方形

ほぼ長
方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

１住居
(60,200)

１中専
(60,200)

１中専
(70,200)

１住居
(60,200)
地区計画等
的場地区
住宅地区１

１住居
(60,200)

更地

建付
地

建付
地

更地

建付
地

東6m市道
中間画地

北9m市道
中間画地

北西7m市道､北
東6m
角地

北東6m市道
中間画地

北6m市道
中間画地

68,509 60,30059,672

61,437 61,10060,533

32,897 60,10059,493

67,695 60,60060,028

64,809 61,20060,600

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

/

100

70.0

/

100

113.9

102.0

110.0

113.9

107.8

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２４７０
８１

60-

（ ）

２４７１
０１

62-

（ ）

２４７１
０１

68-

（ ）

２４７１
１３

22-

（ ）

２４７１
１３

32-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

101.0［

100100.2［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100100.5［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

72.1［

100100.4［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100101.0［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100100.8［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

101.0［ ］

100

+15.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

+0.08

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

+1.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.00.0 交通･接近 0.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.10

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.0 0.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.10

交通･接近街路

画地

％／月

-27.9

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 +10.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.06

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.0 +15.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.06

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.0 +10.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 60,500

鳥取（県） 8－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

2,572,062

-

③純収益

⑧収益価格 9,128,120 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

35,700( 円／㎡)

％

0.9707 5.0 0.0 )(

5.03,091,098 519,036 470,1822,101,880 456,406

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 8－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

既成市街地のため再調達原価の把握が困難であるため。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



8－ 宅地-4鳥取（県）

)

２４７１１（収
）

２４７１１（収
） －

－

2

－1

１中専

95.0

108.0

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1 2

100

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
7.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

共同住宅

256

204.80102.40

ファミリータイプ、約４５㎡ 100.0 外階段のため

60 200 200

102.40 100.0 102.40
267,8782.0

1,308 133,939
～

204.80 204.80 267,878
535,756

3,214,536267,878

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

5,143535,756

3

0

3,091,098 12,075

％

＝×

12.0 18.0

２

⑤公法上の規制等

市道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

1,220

1,322

100

100

( )

1,256

1,310

1,308

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

100100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

1,281

100

100 100

100

100 100

100

100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

100.0

～

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

1,342(

1,383

ＬＳ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

住宅

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 204.80 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金により担保されている 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

128,581

4.03,214,536

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円3,085,955

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0％×

＝0.3400円× 96.0％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 29,200

円

円

円

円

円

円

円

112,400

96,436

224,800

28,100

28,100

0

％50.0

0.4×28,100,000

3.0×3,214,536

査定額

28,100,000 × 16.00× ／ 1000

28,100,000

0.10

× 0.10

28,100,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.0

45

20

0.0

35

15

0.5 年 0.9707

円2,101,880

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

2,572,062

2,101,880

470,182

456,406

1,783

3,091,098

519,036

(

(経費率 円/㎡)

35,700

16.82,027

204.80137,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

519,036

28,100,000

0.0748

8,210

5.0

9,128,120

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

8－ 宅地-5鳥取（県）

％ 年35 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0611 45 0.0963 20％＋

仕上部分

×0.0802 35



8－ 宅地-7

Ｎｏ

鳥取（県）

鳥取市吉成南町一丁目５４５番1 2700000347171-0000

所在及び地番 不動産ＩＤ

４　不動産ＩＤ

鳥取市吉成南町一丁目５４６番2 2700000347172-0000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

備考



鳥取市二階町３丁目２１８番３

低層住宅地

住宅、店舗等が混在
する市街地中心部の
住宅地域

5

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 200 50 50 低層住宅地

-

商業(90,400)
準防

建築資材の値上がりに加え、物価上昇・燃料価格上昇等によって、
不安定な局面にある。

地域要因に特段の変動はない。

個別的要因に特段の変動はない。

対象基準地は鳥取市中心市街地の住宅地域に所在し、共同住宅である賃貸収益用物件も見られるが、取引市場における主た
る需要者は周辺の取引価格水準を重視しており、類似地域の取引事例から求められた比準価格の規範性は高く、収益価格の
規範性は劣ると判断した。また、既成宅地のため積算価格の試算はできない。したがって、比準価格を重視し、収益価格を
参考にとどめ、指定基準地からの検討を考慮した結果、鑑定評価額を標記のとおり決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

旧市街地の居住環境良好な住宅地域であり、今後も同程度の環境を維持して推移していくものと予測する。地域要因に特段
の変動はなく、地価水準は概ね横ばいにて推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 57,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

鳥取駅北東
1.1km

鳥取
1.1km

(8)

北東8m市道

商業
(80,400)
準防

（その他）　　　　
(90,400)

特になし 基準方位北　８ｍ
　市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

313

( )

⑨法令上の規制等

1:4

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 30.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

57,000 円／㎡

34,100 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 6 令和 6年 7月 24日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

56,600

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

鳥取（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-3.0

-4.0

-26.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

38,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

68.9 ］

101.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 6年 1月]

令和 6年 7月 1日 正常価格

令和 6年 7月 16日令和 6年 7月 1日

17,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 57,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

46,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏を、鳥取市の中心市街地に存する住宅地域及び商住混在地域の圏域と判定した。中心市街地の住宅地域及び商住
混在地域であり、交通利便性、居住環境ともに良好で、一定の需要が見込まれ、地価水準は概ね安定的に推移している。需
要の中心となる価格帯は、標準的面積の土地で１７００万円前後と思慮する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 9－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －

基準地番号 提出先

9 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

氏名



57,246

51,092

49,680

51,752

69,800

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

不整形

不整形

不整形

ほぼ整
形

正方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

近商
(90,240)
準防

商業
(90,400)
準防

１住居
(70,200)
準防

近商
(90,240)
準防

近商
(100,300)
準防

更地

建付
地

更地

建付
地

更地

北東4m市道
中間画地

北東8.5m市道
中間画地

南7.5m市道
中間画地

東4m市道
中間画地

南西18m県道､
南東6m
角地

56,101 56,80056,848

45,063 57,00057,022

45,379 57,80057,767

52,009 56,70056,746

72,592 56,50056,518

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

/

90.0

/

100

/

100.7

89.6

86.0

91.2

123.5

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２４７０
３１

3-

（ ）

２４７０
８１

57-

（ ）

２４７１
１１

49-

（ ）

２４７１
０３

6-

（ ）

２４７１
０３

8-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

98.0［

100100［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

98.0［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

91.8［

100100.5［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

101.0［

100100.5［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

104.0［

100100［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

+7.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

0.00

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-2.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-4.00.0 交通･接近 -2.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

-2.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+1.0 -13.00.0 交通･接近 +2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.06

交通･接近街路

画地

％／月

-8.2

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.0 -14.00.0 交通･接近 +1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.02

交通･接近街路

画地

％／月

+1.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-4.0 -4.00.0 交通･接近 -1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

+4.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+5.0 +20.00.0 交通･接近 -2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 57,000

鳥取（県） 9－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

3,826,648

-

③純収益

⑧収益価格 10,685,620 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

34,100( 円／㎡)

％

0.9707 5.0 0.0 )(

5.04,612,241 785,593 550,4083,276,240 534,281

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 9－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

既成住宅地であり、再調達原価の把握が困難であるため。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



9－ 宅地-4鳥取（県）

)

２４７１０（収
）

２４７１０（収
） －

－

5

－2

商業
準防

100

100

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1 2

100

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
8.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

共同住宅

313

313.00156.50

ファミリータイプ約５２㎡ 100.0 外階段のため

90 400 400

156.50 100.0 156.50
399,7022.0

1,277 199,851
～

313.00 313.00 399,702
799,404

4,796,424399,702

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

7,674799,404

3

0

4,612,241 14,736

％

＝×

8.5 34.5

２

⑤公法上の規制等

市道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

1,520

1,267

100

100

( )

1,520

1,279

1,277

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

120.0100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

1,291

100

100 100

110.0

100 100

105.0

100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

100.0

～

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

1,447(

1,491

ＬＳ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

住宅

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 313.00 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金により担保されているため計上しない 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

191,857

4.04,796,424

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円4,604,567

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0 ％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0 ％×

＝0.3400円× 96.0 ％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 28,500

円

円

円

円

円

円

円

175,200

143,893

350,400

43,800

43,800

0

％50.0

0.4×43,800,000

3.0×4,796,424

査定額

43,800,000 × 16.00× ／ 1000

43,800,000

0.10

× 0.10

43,800,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.0

45

20

0.0

35

15

0.5 年 0.9707

円3,276,240

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

3,826,648

3,276,240

550,408

534,281

1,707

4,612,241

785,593

(

(経費率 円/㎡)

34,100

17.02,510

313.00140,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

785,593

43,800,000

0.0748

10,467

5.0

10,685,620

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

9－ 宅地-5鳥取（県）

％ 年35 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0611 45 0.0963 20％＋

仕上部分

×0.0802 35



9－ 宅地-7

Ｎｏ

鳥取（県）

鳥取市二階町三丁目２１８番３1 2700000258361-0000

所在及び地番 不動産ＩＤ

４　不動産ＩＤ
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3

4

5

6

7

8

9
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24
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26

27

28
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31

32
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36

37

38

39

40

41

42

43

44

45
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47

48
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備考



鳥取市吉成字下池田１０２２番

低層住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ利便性の良い
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 100 200 100 低層住宅地

-

１住居(60,200)

住宅需要は、生活利便性が良好であり人気がある地域と無い地域
との二極化がはっきり見えてきた。

市街地に近い住宅地であり、生活の利便性が概ね良好であるため、
需要が回復している。

特になし。

自用目的での取引が主で、周辺類似地域において信頼性のある取引事例が収集できた。一方標準地は、ファミリー向けのア
パート等も混在しているが、土地価格に見合う賃料水準が形成されていないため、収益価格は低位となった。従って、快適
性を重視する住宅地域であるので、比準価格を標準とし、収益価格を関連づけて鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

住宅地域として安定しており、今後とも概ね静態的に推移していくものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 64,500円／㎡

公示価格 65,000円／㎡

標準地番号 鳥取 5-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

鳥取駅南西
850m

鳥取
850m

(8)

南東6m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　

中規模一般住宅が建ち並ぶ
住宅地域

基準方位北
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

224

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

65,000 円／㎡

35,600 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.8 0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 6 令和 6年 7月 24日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 6年 1月]

令和 6年 6月 14日 正常価格

令和 6年 7月 12日令和 6年 7月 1日

14,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 65,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

52,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、「千代川」以東の旧鳥取市旧市街地の一般住宅地域が存する圏域。需要者の中心は同圏域居住者がほとんど
である。熟成した住宅地域であり宅地供給が少ないため、取引件数も少ない。土地は２００㎡程度で１，３００万程度、新
築の戸建住宅で４，３００万程度の物件が需要の中心であろうが、かなりの高額となり購買層も限定される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 10－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －

基準地番号 提出先

10 鳥取県

所属分科会名

鳥取県鳥取

業者名

氏名



66,930

67,966

61,744

65,442

63,126

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

ほぼ整
形

台形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

１中専
(60,200)

１住居
(60,200)

１中専
(60,200)

１中専
(70,200)

１中専
(60,200)

建付
地

更地

建付
地

建付
地

建付
地

西6m市道
中間画地

東6m市道
中間画地

北9m市道
中間画地

北西7m市道､北
東6m
角地

東5m市道
中間画地

66,071 69,00067,606

68,509 65,60064,362

61,437 61,20060,004

32,897 66,10064,794

63,440 65,00063,764

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

100

/

100

70.0

100

99.0

105.6

102.9

101.0

99.0

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２４７０
５３

4-

（ ）

２４７０
８１

60-

（ ）

２４７１
０１

62-

（ ）

２４７１
０１

68-

（ ）

２４７１
１１

32-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100101.3［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

101.0［

100100.2［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100100.5［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

72.1［

100100.4［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

101.0［

100100.5［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

102.0［ ］

100

0.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

+0.06

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.00.0 交通･接近 -1.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.08

交通･接近街路

画地

％／月

+1.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 +10.00.0 交通･接近 -4.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.10

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+3.0 +3.00.0 交通･接近 -3.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.10

交通･接近街路

画地

％／月

-27.9

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+1.0 0.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.06

交通･接近街路

画地

％／月

+1.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.0 +2.00.0 交通･接近 -2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 65,000

鳥取（県） 10－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

2,296,187

-

③純収益

⑧収益価格 7,983,560 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

35,600( 円／㎡)

％

0.9707 5.0 0.0 )(

5.02,758,331 462,144 411,2271,884,960 399,178

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 10－ 宅地-3

［

［

［

［

［

［

］

既成宅地化しているため、再調達原価の把握が困難。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ
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)

２４７０５（収
）

２４７１１（収
） －

－

2

－1

１住居

95.0

101.0

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1 2

100

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
6.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

共同住宅

224

180.0090.00

ファミリータイプ、約４５㎡ 100.0 外階段のため

60 200 200

90.00 100.0 90.00
239,0402.0

1,328 119,520
～

180.00 180.00 239,040
478,080

2,868,480239,040

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

4,590478,080

3

0

2,758,331 12,314

％

＝×

12.0 18.0

２

⑤公法上の規制等

市道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

1,246

1,315

100

100

( )

1,249

1,330

1,328

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

100100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

1,369

100

100 100

100

100 100

100

100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

100.0

～

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

1,342(

1,383

ＬＳ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

住宅

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 180.00 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金で担保されており、計上しない。 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

114,739

4.02,868,480

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円2,753,741

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0％×

＝0.3400円× 96.0％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 23,290

円

円

円

円

円

円

円

100,800

86,054

201,600

25,200

25,200

0

％50.0

0.4×25,200,000

3.0×2,868,480

査定額

25,200,000 × 16.00× ／ 1000

25,200,000

0.10

× 0.10

25,200,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.0

45

20

0.0

35

15

0.5 年 0.9707

円1,884,960

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

2,296,187

1,884,960

411,227

399,178

1,782

2,758,331

462,144

(

(経費率 円/㎡)

35,600

16.82,063

180.00140,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

462,144

25,200,000

0.0748

8,415

5.0

7,983,560

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋
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％ 年35 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0611 45 0.0963 20％＋

仕上部分

×0.0802 35
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Ｎｏ

鳥取（県）

鳥取市吉成字下池田1022番1 2700000343502-0000

所在及び地番 不動産ＩＤ

４　不動産ＩＤ

2

3

4

5

6

7
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9

10
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20
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24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

備考


